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第１節 方針の概要 

１. 方針策定の趣旨 

  平成１２年３月策定の「道央ブロックごみ処理広域化基本計画」（以下「広域計画」という。）

に基づき、長期的・総合的視点に立って恵庭市、北広島市、長沼町、南幌町、由仁町及び栗

山町の２市４町で構成する道央地域における今後のごみ処理を共同して行うための体制及び

施設整備を図るための基本方針を明らかにすることを目的として「ごみ広域処理施設整備基

本方針」（以下「整備基本方針」という。）を策定する。 

ただし、栗山町は当面、単独でのごみ処理を行うところから、栗山町を除く２市３町（以

下「構成市町」という。）の地域（以下「本広域」という。）のごみ処理体制及び施設整備を

図るものとする。 

  ※「ごみ処理広域化施設整備基本方針（案）」の取扱い 

平成１２年１１月策定の「ごみ処理広域化施設整備基本方針（案）」については、その

後の検討・検証結果に基づき本「整備基本方針」に改めるものとする。 

 

２．計画期間 

 整備基本方針の計画期間は、平成１５年度から平成２６年度までの１２年間とする。 

 

３. 整備範囲 

  本広域における処理施設については、可燃ごみの焼却施設及び資源物の再生利用施設の整備を

基本とし、構成市町間の広域協議や構成市町の既存施設の更新計画との整合性を図った上で、他

の施設（破砕施設、最終処分場等）の整備についても検討することとする。 
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第２節 ごみ処理基本方針 

１. 広域化の基本方針  

本広域のごみ処理は、恵庭市及び南空知公衆衛生組合（長沼町、南幌町及び由仁町で構成

する一般廃棄物処理に関する一部事務組合。以下「組合」という。）では、それぞれ平成１４

年１２月以降、ダイオキシン第３次規制に焼却施設が適合せず、可燃ごみの大半を管理型最

終処分場への埋立処分または本広域外の自治体への処理委託で対処している。 

また、北広島市においては、破砕処理後、管理型最終処分場で埋立処分されている。 

従って、本広域内における今後のごみ処理は、ダイオキシン類排出量の削減はもとより最

終処分場の負荷軽減や再生利用の推進を図り、環境保全型及び資源循環型社会の形成に寄与

することが必要である。 

このような状況にあって、適正な処理システムの構築は自治体単独での取り組みに比べ、

近隣自治体との連携による取り組みが経済的かつ効率的であることから、広域化での対応が

求められるところであり、本広域では広域計画に基づき以下の事項を広域化の基本方針とし、

構成市町によるごみの共同広域処理（以下「広域処理」という。）システムを構築する。 

 (1) ごみの排出抑制の促進 

    住民に対する意識啓発に努め、生ごみ堆肥化容器の購入助成や集団資源回収に対する支

援を一層促進する。 

 (2) 資源物の回収 

   資源物の分別収集の周知徹底を図り資源物を回収するほか、収集段階で資源化できない

ごみに含まれる資源物を回収する。 

(3) ごみの再生利用 

    ごみ処理の過程で生成される資源の活用と、熱の有効利用（サーマルリサイクル）を図

る。 

 (4) 環境負荷の抑制 

   環境保全対策上、処理施設及び運搬方法は最先端技術の動向を見据えて、安全で技術的

信頼性の得られる方法を選択する。 

 (5) 経済性・効率性の確保 

   処理施設の集合化により建設費を軽減するとともに、構成市町の連携により施設の管理

運営の効率化を図る。 

また、ごみ処理経費の負担の適正化について検討する。 

 

２. 広域化の方向性と処理システム 

(1) 広域化の方向性 

① ごみ排出量の抑制 

   ごみの処理量を抑制するためには、住民及び事業者に対し広報活動を強化して意識啓
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発に努め、各々の役割を認識されることが重要である。その上で構成市町が実施してい

る生ごみ堆肥化容器の購入助成、資源物の集団資源回収への支援等の取り組みを行い、

排出抑制をより一層推進する必要がある。 

② 排出されたごみの資源化 

  ごみの資源化を図るためには、中間処理に伴う資源物の回収、熱の有効利用を図るこ

とのできる処理システムとし、また、容器包装廃棄物やその他の資源物の分別収集を行

い、資源の有効利用を図る必要がある。 

     

 (2) 広域処理システム 

   広域化の方向性を踏まえ、本広域における中間処理施設の施設整備にあたっては、次の

事項を基本とする。 

① ごみの適正処理と再生利用を推進する。 

② 環境負荷の抑制を図る。 

③ 経済性・効率性を確保する。 

④ ごみの運搬効率を考慮して建設地を選定する。 

 

３. 広域処理施設の整備方針及び事業スケジュール 

本広域における施設整備にあたっては、構成市町における可燃ごみの処理及び資源物の再

生利用の現状を踏まえ、緊急性を考慮して次のとおり計画的に行うものとする。 

 ① 第１次施設整備計画 焼却施設の整備 

  ② 第２次施設整備計画 再生利用施設の整備 

 なお、事業等実施スケジュールは次表のとおりである。 
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第３節 ごみ処理の現状と課題 

１. 構成市町におけるごみ処理の現状 

(1) ごみ処理体系 

構成市町における現在のごみ処理体系は次のとおりである。 

恵庭市及び北広島市は、各々単独で収集運搬、中間処理及び最終処分を行っている。 

組合では３町の収集運搬、中間処理及び最終処分を行っている。なお、中間処理施設の

うち堆肥化施設については長沼町が設置主体である。 

中 間 処 理 
区 分 収集運搬 

焼  却 破  砕 堆 肥 化 リサイクル 
最終処分 

恵 庭 市 市 市（休止） 市 － 市 市 

北広島市 市 － 市 － 市 市 

長 沼 町 

南 幌 町 

由 仁 町 

組合 組合（休止） 組合 長沼町 組合 組合 

 

(2) ごみの排出及び収集運搬 

区  分 恵 庭 市 北 広 島 市 南空知公衆衛生組合 

ごみ分別    

①生ごみ・厨芥類 可燃ごみ ①燃やせるごみ 

・生ごみ 

・紙類（その他紙製容器

包装類、紙おむつ類を

含む） 

・食用油等 

②燃やせるごみ 

・紙くず（その他紙製

容器包装類を含む） 

・繊維類（小さく裁断

したもの） 

・食用油等 

不燃ごみ ②燃やせないごみ 

・資源物以外のその他プ

ラスチック製容器包

装類 

・衣類・皮革類・ゴム類 

・その他、他に分類され

ないごみ（市が収集、

受入れしないごみを

除く） 

①普通ごみ 

・生ごみ 

・紙くず 

・紙おむつ類 

・新聞、雑誌類 

・食用油 

・その他、他に分類され

ないごみ（市が収集、

受入れしないごみを

除く） 

③燃やせないごみ 

・紙おむつ類 

・皮革類・ゴム類 

・スプレー缶、ライター 

・その他、他に分類さ

れないごみ（組合が

収集、受入れしない

ごみを除く） 

 

粗大ごみ ③粗大ごみ 

 

②粗大ごみ 

（衣類・布類・靴を含む）

④粗大ごみ 
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③容器包装ごみ 

・びん・缶・ペットボトル

・その他プラスチック製

容器包装類 

資源ごみ ④資源物 

・びん・缶・ペットボトル

・その他プラスチック製

容器包装類のうち発

泡スチロール製容

器・保護材 

・紙パック 

・ダンボール 

・新聞・雑誌類 

④紙リサイクルごみ 

・紙パック 

・ダンボール 

・その他紙製容器包装類 

⑤資源ごみ 

・びん・缶・ペットボトル

・その他プラスチック製

容器包装類 

・紙パック 

・ダンボール 

・新聞・雑誌類 

⑥乾電池 

 

有害・危険ご

み 

⑤有害・危険ごみ 

・乾電池 

・スプレー缶、ライター 

・蛍光管、刃物類等 

⑤有害・危険ごみ 

・乾電池 

・スプレー缶、ライター 

・蛍光管、刃物等 
⑦蛍光管 

排出方法 ・燃やせるごみ及び燃

やせないごみは指定

袋で排出 

・上記ごみ及び粗大ご

み以外は透明または

半透明袋により排出

（一部は紐で縛って

排出） 

・指定袋なし 

・粗大ごみ（衣類・布

類・靴を除く）以外

は透明または半透明

袋で排出（一部は紐

で縛って排出） 

・粗大ごみ以外は指定

袋で排出（一部は紐

で縛って排出） 

排出場所 ステーション方式と戸

別方式を併用 

ステーション方式 ステーション方式 

収集運搬（家庭

系ごみ） 

業者委託または自己搬

入 

業者委託または自己搬

入 

組合直営、業者委託ま

たは自己搬入 

収集運搬（事業

系ごみ） 

許可業者または自己搬

入（産業廃棄物可） 

許可業者または自己搬

入（産業廃棄物可） 

許可業者または自己搬

入（一般廃棄物のみ）

収集頻度 燃やせるごみ及び資源

物については、市街地

区と農家地区とで収集

頻度に差がある。 

地区または地域での収

集頻度の差はない。 

粗大ごみを除いて市街

地区、郡部市街地区、

農家地区とで収集頻度

に差がある。 

なお、今後、農家地区

での生ごみ及び燃やせ

るごみの収集を予定し

ている。 
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(3) 中間処理 

区  分 恵 庭 市 北 広 島 市 南空知公衆衛生組合 

生ごみの処理 燃やせるごみとして処理 普通ごみとして処理 堆肥化施設で処理 

可燃ごみの処理 焼却施設の休止により

全量を埋立処分 

破砕処理後の普通ごみ

の全量を埋立処分 

焼却施設の休止によ

り、全量を札幌市に委

託して焼却処理 

資源物等の処理 資源物を再生利用施設

で処理 

・紙リサイクルごみ及

びプラスチック製容

器を再生利用施設で

処理 

・びん・缶・ペットボ

トルは前処理をした

上で民間委託 

・びん・缶・ペットボ

トルは恵庭市に処

理を委託 

・上記以外の資源物は

組合施設内で処理 

  

破砕処理 燃やせないごみ及び粗

大ごみを破砕施設で処

理し、可燃・不燃・磁

性物に分別 

普通ごみ及び粗大ごみ

を破砕施設で処理 

燃やせないごみ及び粗

大ごみを破砕施設で処

理し、鉄・アルミを回

収 

 

(4) 最終処分 

区  分 恵 庭 市 北 広 島 市 南空知公衆衛生組合 

処分するごみ 燃やせるごみ、燃やせ

ないごみ、破砕残渣及

び資源化処理残渣（産

業廃棄物を含む） 

普通ごみ、粗大ごみ、

破砕ごみ及び資源化処

理残渣（産業廃棄物を

含む） 

破砕不燃物及び破砕不

適物 

処分場 平成 12年２月竣工 平成 11年 10 月竣工 平成 10年３月竣工 

 

(5) 減量・資源化 

区  分 恵 庭 市 北 広 島 市 南空知公衆衛生組合 

生ごみ堆肥化容

器購入助成 

・平成４年度から実施

・１世帯２基を限度と

して助成 

・平成元年度から実施

・１世帯２基を限度と

して助成 

・平成５年度から実施

・１世帯２基を限度と

して助成 

資源回収奨励金 ・平成６年度から実施

・対象資源は紙類、び

ん類、金属類及び布

類 

・平成12年８月から実施

・対象資源は紙類、び

ん類、金属類及び布

類 

・平成 14年度から実施

・対象資源は紙類、び

ん類、金属類及び布

類 
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２. 現状におけるごみ処理の課題 

構成市町のごみ処理の現状を踏まえると、構成市町におけるごみ処理の課題は次のとおり

である。 

(1) ごみの排出及び収集運搬 

① 構成市町では、計画収集ごみに混在する事業系ごみを除く必要がある。 

② 北広島市では、可燃ごみの中間処理に伴い普通ごみの分別が必要となる。 

③ 構成市町の事業系ごみの収集運搬許可業者及び自己搬入の再検討が必要である。 

④ ごみ処理の広域化に伴い、構成市町の収集運搬体制の見直しが必要である。 

⑤ 恵庭市及び組合では、容器包装ごみの分別収集品目の追加を検討する必要がある。 

 

(2) 中間処理 

① 恵庭市及び組合の焼却施設は、施設の老朽化、ダイオキシン規制不適合等により稼働

を休止し、可燃ごみを恵庭市では埋立処分と、組合では札幌市への処理委託としている

現状にあるところから、中間処理施設の整備が急務である。 

  ② 構成市町は、広域の中間処理施設が稼働するまでの間、暫定処理による資源化・適正

処理に努める必要がある。 

③ 広域での容器包装ごみ、生ごみ等の資源化は、社会的情勢の変化や新たな技術開発の

動向を見極めながら調査・研究を進め、再生利用施設の施設整備にあたっては、ごみ減

量化目標値の達成状況や既存施設の更新時期等も視野に入れる必要がある。 

 

(3) 最終処分 

① 構成市町の最終処分場の延命化及び環境保全のため、ごみの排出抑制、減量・資源化

及び適正処理に努める必要がある。 

② 恵庭市及び北広島市での可燃ごみ全量埋立処分期間の短縮を図る必要がある。 

 

(4) 減量・資源化 

① 構成市町は、具体的排出抑制によるごみ減量化の推進を図る必要がある。 

② 構成市町は、減量化目標年次及び目標値を設定して、常に達成状況を把握しつつ排出

抑制策を講じる必要がある。 

 

(5) 産業廃棄物 

本広域で発生する産業廃棄物のうちの一部は、恵庭市及び北広島市の最終処分場で処分

されている現状にあるところから、今後においては広域として構成市町から排出される可

燃性産業廃棄物の受入れを検討する必要がある。 

なお、産業廃棄物については、産業廃棄物排出事業者の責務を明確にするとともに、排

出量の減量を徹底指導する必要がある。 
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第４節 ごみ処理基本計画 

１. 排出抑制、減量・資源化計画 

 (1) ごみの排出抑制策、減量・資源化に関する方針 

   循環型社会の構築に向けて、日常の住民生活や事業活動の見直し等により、ごみ処理量

の削減を図るため、ごみ分別の徹底、生ごみの資源化、集団資源回収活動の強化など、ご

みの排出抑制に努めることが重要である。 

   そのため、構成市町においては行政、住民、事業者の役割分担を明確化するとともに、

家庭や地域において資源化が可能な資源物について、具体的排出抑制策を講じて住民及び

事業者の協力を得てごみの減容・減量化に努めるものとする。 

   また、社会的情勢の変化や新たな技術開発、更には再資源化ルートの確立等の動向を見

極めながら、効率性、経済性等も考慮して総合判断した上で、家庭や地域で資源化が難し

い再生利用が可能なごみの分別収集による資源化を図る。 

 

(2) ごみ減量目標値の設定 

北海道の一般ごみ削減目標は、平成２２年度の排出量を平成９年度実績に対し１０％削

減することとしているが、本広域におけるごみの減量目標については、本広域が道央圏と

いう地域特性による人口増を見込んだ上で、以下のとおり目標値を設定する。 

 

① 計画収集ごみ排出量 

平成２２年度の１人１日当り排出量（原単位）を平成９年度実績（３町においては、

ごみ処理量の全量計量を開始した平成１０年度実績とする。）に対し１０％削減とし、平

成２２年度以降も減量を図ることにより平成２６年度の減量目標を１５％削減とする。 

 

目 標 年 度 
区   分 

基準年度 

（実績） 平成２２年度 平成２６年度 

計画収集ごみ排出量 

（１人１日当り 原単位） 
平成９年度 １０％削減 １５％削減 

 

② 直接搬入ごみ排出量 

平成２２年度の排出量を平成９年度実績（３町においては、ごみ処理量の全量計量を

開始した平成１０年度実績とする。）に対し１０％削減とし、平成２２年度以降も減量を

図ることにより平成２６年度の減量目標を１５％削減とする。 

目 標 年 度 
区   分 

基準年度 

（実績） 平成２２年度 平成２６年度 

直接搬入ごみ排出量 

（年間排出量） 
平成９年度 １０％削減 １５％削減 
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２. 収集運搬計画 

(1) ごみ収集運搬計画に関する方針 

収集体制は、ごみの効率的処理を図る上から構成市町間の連携により体制の整備が必要

であるが、構成市町によって排出区分、収集頻度、排出袋等や中間処理の方法も異なる現

状にあることから、今後、収集体制の段階的な見直しを図る。 

  

(2) 収集運搬の方法 

家庭系ごみの路線計画収集については、当該業務が排出者である住民と構成市町のごみ

処理行政との経緯及び当該業務委託業者との関係等を含む業務執行体制が、構成市町によ

り異なる状況にあることから、当分の間は構成市町において現行体制で実施する。 

  ただし、広域処理施設における効率的なごみ処理が必要であるところから、収集運搬計

画については調整する。 

  事業系ごみについても収集運搬方法、処理・処分手数料の扱い等が構成市町により異な

ることから、家庭系ごみと同様に、当分の間は構成市町の現行体制で実施する。 

 

(3) ごみの搬入 

   住民及び事業者における直接搬入については構成市町の対応とし、広域処理施設への直

接搬入は原則として認めないこととする。 

ただし、構成市町の事業系一般廃棄物収集運搬許可業者及び構成市町の許可を受け登録

した事業者については、直接搬入を認める。 

 

       (4) ごみの排出者への対応 

  構成市町は、住民や事業者の理解を深めるための啓発活動を行い、ごみの排出、分別、

運搬、搬入等について広域処理における取扱い等を徹底することとする。 

 

(5) 中継施設 

広域処理施設では原則として直接搬入を認めないこと等により中継施設の整備が必要と

なる場合は、構成市町において整備する｡ 

 

３. 中間処理計画 

(1) 中間処理に関する方針 

ごみの中間処理については、排出抑制に努めた後に排出されるごみを衛生的に処理し、

更には減容・減量化を図り、その結果として最終処分場に対する影響及び負荷を最小限に

抑える。 

また、排出抑制による排出量の推移、更には今後の社会情勢の変化や新たな技術開発の
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動向を見極めながら調査・研究を進め、検討を重ねた上で本広域における最適な中間処理

システムを構築する。 

 

  (2) 広域化に伴うごみの中間処理方法 

    広域処理するごみの中間処理の方法は、焼却処理及び資源化処理とし、構成市町の現有

中間処理施設の更新時期も視野に入れて施設整備を行う。 

また、他の中間処理方法についても広域処理の必要性が認められる場合は、構成市町間

の広域協議により決定する。 

なお、広域処理施設の整備にあたっては、特に作業面、維持管理面、施設相互間の利用

等の効率性及び経済性を考慮して集合化を図るものとする。 

   

               計画期間における中間処理 

区   分 広 域 構 成 市 町 

可燃ごみ 家庭系・事業系等 － 

容器包装リサイクル法対象物 第２次施設整備計画 広域処理までの間 

生ごみの資源化 

食品関連事業者等の再生利

用の取り組み状況を見なが

ら堆肥化、バイオガス化、

飼料化等も視野に入れ、調

査・研究を行う 

生ごみ堆肥化容器購入助成等

中間処理後の残渣 可燃性のもの 不燃性のもの 

可燃性粗大ごみ 再利用等のできないもの 再利用等のできるもの 

不燃ごみ及び不燃性粗大ごみ 協議課題 当面の処理 

感染性廃棄物等 － 

排出禁止物として指定し、

ごみ処理基本計画で位置付

ける 

 

(3) 中間処理施設の整備計画 

    可燃ごみの処理において、恵庭市及び組合の焼却施設が休止している現状並びに北広島

市が埋立処分している状況を踏まえ、第１次施設整備計画により焼却施設の整備を優先し、

第２次施設整備計画として容器包装廃棄物を含む資源物の再生利用施設を整備するものと

する。 
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 (3)－１ 第１次施設整備計画（焼却施設） 

 処理方式 

 ① 施設整備にあたっては、最終処分量の削減や熱の有効利用等の資源化を図り、自

然環境や生活環境に影響を及ぼさないよう適正な処理方式を選定し、有害物質（ダ

イオキシン類等）の発生を抑制する。 

② 焼却方式の選定にあたっては、ダイオキシン類排出量の削減及び最終処分場の負

荷を最小限にするため、焼却灰等の溶融固化処理が求められることから、次世代型

と言われている「ガス化溶融処理」を基本とし、従来型の焼却処理を含め、ごみ質、

施設の安全性、効率性等について十分に調査・検証を行い最適な方式を決定する。 

 ③ ガス化溶融処理方式（シャフト炉、キルン炉、流動床炉、ガス改質炉）の選定に

あたっては、ガス化溶融処理の安全・効率性等に関する懸念も指摘されており、効

率的な改良型ストーカ炉も稼働されつつあるところから、今後、可燃ごみ処理施設

実施計画を策定する時点において、機種選定委員会等を設け、機種の比較検討をし

た上で優位性を明らかにする。 

 

 施設規模 

① 施設稼働の予定年次は、平成２０年度とする。 

② 施設規模の計画目標年次は、国庫補助金交付要領に基づき平成２６年度とする。 

③ 計画目標年次における一般ごみの焼却処理推計量は、次のとおりである。 

 

焼却処理推計量 

（単位：ｔ/年） 
 

可 燃 ご み 

家 庭 系 事 業 系 計 

中間処理後の 

可燃性残渣 
合  計 

２７，０３０ ８，９９８ ３６，０２８ ２，０８３ ３８，１１１

      ※焼却処理推計量は、今後実施するごみ質調査等の結果により変動することがあ

る。 

 

④ 施設規模は、国庫補助対象ごみ焼却施設の整備規模の算出方法に基づき、次のと

おり算出する。 

      施設規模（ｔ/24h） ＝計画年間日平均処理量÷実稼働率÷調整稼働率 

           実稼働率   ：年間実稼働日数を 365 日で除して算出する。 

           年間実稼働日数：365 日－85日（年間停止日数）＝280 日 
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           調整稼働率  ：0.96（止むを得ない一時休止等） 

施設規模（ｔ/24h） ＝ 38,111t÷365 日÷（280 日÷365 日）÷0.96 

          ＝  141.8t/24h → １４２ｔ／２４ｈ 

       ※この施設規模は、一般ごみの処理に必要な施設規模であり、産業廃棄物の取

扱いによっては施設規模の拡大が必要となる。 

 

(3)－２ 第２次施設整備計画（再生利用施設） 

    容器包装廃棄物を含む資源物の再生利用施設の整備については、平成２２年度におけ

る排出抑制策による減量目標の達成状況、更には社会的情勢の変化や新たな技術開発の

動向を見極め、また、構成市町の既存施設の更新時期等も視野に入れて調査・研究を進

め、総合的に判断して整備することとし、平成２７年度の稼働を目標として計画するこ

ととする。 

 

４.  最終処分計画 

(1) 最終処分場に関する方針 

   最終処分については、構成市町の処分場が整備済み、または整備計画が進んでいる状況

にあることから、広域処理の対象としない。 

   従って、広域処理を行う中間処理施設から発生する残渣等については、当該残渣等に係

る搬入ごみ量に応じて構成市町が引取る。 

   なお、将来的には広域処理についても検討する。 

 

(2) 焼却処理に伴う最終処分推計量 

施設規模計画目標年次である平成２６年度における焼却処理に係る最終処分推計量は、

次のとおりである。 

 

最終処分推計量 

（単位： ｔ/年） 

最 終 処 分 推 計 量 
焼却処理推計量

焼却残渣 飛灰処理物 計 
最終処分率 

３８，１１１ ８００ １，２２０ ２，０２０ ５．３％
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５. その他 

(1) 事業実施主体及び事業手法 

   広域処理施設整備に係る事業の実施主体は、広域連合とする。 

   施設整備及び運営については、ＰＦＩや民間委託も含めて検討するものとする。 

 

(2) ごみ処理経費負担の適正化 

広域処理施設に係るごみ処理費用の負担の適正化を図るため、ごみ処理手数料の統一化

を検討する。 

 

(3) 産業廃棄物の取扱い 

北海道の産業廃棄物の削減目標は、平成２２年度の排出量を平成１０年度に対し１３％

の増加に抑制することとしているが、本広域においては産業廃棄物の排出量の減量を推進

する必要があるところから、平成２２年度の処理量を平成１０年度に対し２０％削減とし、

平成２２年度以降も減量を図ることにより平成２６年度の減量目標を３０％削減とする。 

なお、可燃性産業廃棄物を広域処理する場合にあっては、一般ごみと併せて処理するこ

とが経済的かつ効率的であるところから、施設整備についても一般ごみ焼却施設と一体的

に整備する必要があるので、施設規模等については、今後、実施計画で明らかにするもの

とする。 




